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研究成果の概要（和文）：　本研究は、「近代以降国民国家の営みと捉えられてきた初等・中等教育において国際標準
化が進んでいる」とする仮説を、PISA以降の各国の教育改革・教育戦略をエビデンスに基づき検証することにより、義
務教育におけるグローバリゼーションの実態を明らかにすることを試みるものである。その過程においては、ダイバー
シティ（多様性）が保持されることで人類社会のサステイナビリティがより強化できるとする考え方・視座から、この
仮説と現実の実相を批判的に検討する。その結果、制度や政策面では、国際標準化が進む一方で、各国の伝統的な教育
文化も今なお、その基底に強かに息づいている実態が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study analyzes the impact and influence of PISA on educational policies in 
16 participating countries and area, from the view point of two distinctive trends, global 
standardization and diversity.

研究分野： 比較国際教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

本研究の代表者は、これまで教育政策の国
際比較研究を組織し、欧米のみならずアジア
諸国の動向が類似性を増していることを実
証的に明らかにする試みを行ってきた。さら
に「明日の学校教育」（OECD/CERI）プロジ
ェクトをはじめとする OECD プロジェクト
に参画し、OECD の教育政策動向及びこれに
対する各国の反応に触れる中で、OECD が各
国の教育政策動向に与える影響力が近年一
層増大し、OECD のそれが「政策審査
（Examiners）型」影響力から「自発的受容
型」影響力にその性質が変化しているのでは
ないかという仮説を持つにいたった。 

上記のような問題意識のもと、本研究グル
ープでは、平成 21－23 年度科学研究費基盤
研究（B）を得て、「国際学力競争におけるグ
ローバル・ガバナンスの実相の比較研究―
PISA を事例として」に従事してきている。
同研究においては、教育内容と教育制度とい
う二つの軸を立て、①教育制度・内容双方に
おいて影響を受けた国、②教育制度のみ影響
を受けた国、③教育内容のみ影響を受けた国、
④教育制度・内容ともに影響を受けなかった
国の４類型に整理した。 

同研究では、上記の通り、各国における
PISA の受容モデルの類型化を提示したが、
教育の具体的な中身における影響を証拠（エ
ビデンス）に基づき実証的に検証するという
点においては、必ずしも十分なものではなか
った。これは、検証過程において、教育政策
文書や関係者へのインタビューを専ら分析
の対象とするという方法上の問題である。 

この点は、PISA の各国への影響に関する
研究として行われた先行研究においても同
様である。本研究グループが海外調査を通じ
意見交換の場を持った Martens らによるも
のなど、PISA の影響に迫った数多くの先行
研究でも、実証的アプローチを目指したもの
は、新聞記事の数など量的な分析が可能な対
象に偏りがちであり教育の中身における変
化を、客観的な証拠でもって検証する研究は、
十分には行われてきていない。 

さらに、本研究グループによる研究では、
「数字によるガバナンス」等と称される緩や
かな形のグローバル・ガバナンスの出現が教
育の意思決定において確認される中で、義務
教育の国際標準化が進んでいる現状につい
ても指摘している。このことが、「多様な価
値をはぐくむという国民国家の営みと矛盾
しているのではないか」「これからの人類社
会のサステイナビリティを考えていく上で、
教育学もこの問題にアプローチしなくては
ならないのではないか」、といった疑問を持
つに至った背景である。 

上記のように、本研究グループが従事した
研究において残された課題及び、新たに生ま
れた課題を解決すべく、発展的研究として着
想したのが、本研究である。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、「近代以降国民国家の営
みと捉えられてきた初等・中等教育において
国際標準化が進んでいる」とする仮説を、
PISA 以降の各国の教育改革・教育戦略をエ
ビデンスに基づき検証することにより、義務
教育におけるグローバリゼーションの実態
を明らかにすることである。その際、ダイバ
ーシティ（多様性）が保持されることで人類
社会のサステイナビリティがより強化でき
るとする考え方・視座から、この仮説と現実
の実相を批判的に検討する。 

具体的には、①各国の義務教育政策におけ
る OECD 型ガバナンス・モデルの影響、②
PISA による各国の教育改革及び教育戦略
（教育課程・教科書、教育評価・学力調査、
教員養成・制度）の変容、③義務教育及び義
務教育政策の国際標準化の実態、の 3 点を明
らかにし、④教育のダイバーシティ（多様
性）・共生の観点から教育のあり方について、
提案を行う。 

 

３．研究の方法 

３年間を通じて、①各国の教育政策決定に
おける OECD 型ガバナンス・モデルの影響の
検証、②各国の義務教育の内容の変容に関す
る実証的検証、③義務教育における国際標準
化の実態の解明とグローバル化時代におけ
る教育のあり方に関する具体的提案、という
３つの目標の達成を目指した。 
上記の計画を遂行するために、①文献資料

による基礎調査（教育政策文書、教育課程、
学力テスト、教員養成プログラム、教員研修
プログラム）、②現地調査（教育政策担当者、
研究者、地方教育行政担当者、学校長・教員
等へのインタビュー調査など）に従事し、③
理論モデルの検討（討議）を繰り返し行った
上で、④グローバル化時代の各国の義務教育
についての提案を行う。その際、本研究が提
示する理論モデルと提案について、学術的質
を確保するために、各国の優れた研究者と議
論を行い、フィードバックを得た。 
 
４．研究成果 
本研究では、まず、文献調査を行った。こ

れは、研究分担者全員が参加して実施したも
のであり、それぞれの担当国・地域について、
①日本における先行研究の分析、②各国にお
ける先行研究に関する文献の収集と分析、③
国際機関(OECD、ユネスコ)の文献の収集と分
析、④対象国における教育政策・制度の動向
(教育課程、教科書、教育評価・学力調査、
教員養成・研修など)、⑤ガバナンスのあり
方に関する文献の収集と分析などを行った。
これらを通じて明らかにした各国の実態か
らは、教育制度の標準化(standardization)
が進みつつある現状が明らかになっている。 
続いて、グローバルなトレンドが教育内容

に与える影響を明らかにすべく、学力調査及
び教師教育の実態を調査し、国際比較を行っ



た。実施に際しては、文献調査に加え、現地
において、教育関係者に対するインタビュー
調査を行い、より精緻な情報の収集に努めた。 

学力調査については、教育システムの質保
証に対するニーズや「数字によるガバナンス」
の広がりを受け、近年、各国において全国学
力調査の取組が増加していることが明らか
になった。学力を測定し、政策立案や教育改
革に活用するという全体的な方針は、各国に
おいて共通している。しかしながら、テスト
を、①どのような視点に立って作成するか、
②どのように実施するか、③どのように用い
るか、といったことについては、その在り方
から、各国の事情が垣間見られた。 

一方、教師教育については、教員養成より
も現職研修の方が、変化に対してより敏感で
あることが明らかになった。これは、教員養
成については、改革を実施してから現場に影
響を与えるまでに時間がかかるのに対し、現
職研修は、新たな教育課題に対し比較的素早
く対応していることなどが影響している。 
 以上のことから、グローバル化が世界の教
育に与える影響は甚大であるが、その受容に
おいて、各国は自らの教育文化や伝統と折り
合いをつけながら、これを取りこんでいる実
態が明らかになった。 
 なお、一連の調査の実施に当たっては、研
究上の質を担保するために、各国の研究者か
らフィードバックを得た。二年目に OECD の
シュライヒャー氏を招聘し意見交換の場を
設けたことや、最終年度の３月に、集大成と
して、ベトナムの PISA 関係者（大学及び教
育行政機関）が主催する PISA に関する国際
シンポジウムで本研究の成果及び日本にお
ける PISA の受容について報告を行ったこと
などは、その一例である。 
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